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1 手続きの流れ

･横浜市域内で一定の要件を満たす建築物を新築,増築,用途変更する場合には,横

浜市駐車場条例に基づく附置義務駐車施設の設置が義務づけられています｡

･この手続きの流れは,概ね次のとおりです｡

建築物の新築,増築,用途変更の行為

当該建築物の立地場所 (2ページ以降参照)

当該建築物の延べ面積 (2ページ以降参胴)

横浜市駐車場条例の対象 横浜市馬主車場条例の対象外

附定義務台数の算定 (3ペ-ジ以降参照)

駐車施設設置の計画 (3ページ以降参Il乳 関係法令等)

駐車施設設置に関する事前協議

※必要がある場合 1

敷地内に駐車施設を設けることができない場合の特例申請 (様式第3号)
姓車施設の構造等に関する承

認申請 (様式第6号)

附置義務駐車施設設置の届出 (様式第1号)

※併せて｢附置義務台数算定表(P5-8参照)｣を添付

届出受理書の通知

(建築確認申請の提出)
※届出受理書の写しを,
確認申請苔の正本に 2通,
副本に1通添付

[



2 横浜市駐車場条例における設置基準の概要

1 新築の場合

(1)対象となる建築物

･下表の①に掲げる区域内で,(むによる面積がG)に規定した面積を超える場合｡

(D 駐車場整備地区(※ 1)又は商業地域 周辺地区又は自動車ふくそう地
区若 しくは近隣商業地域 (

※2)(令 特定用途に供する部分の延べ面積 (※3) 特定用途に供する部分の延

べ面積+(非特定用途に供する部分の延

べ面積)×0.5a) 1,000平方メー トル

2,000平方メー トル※ 1 馬主車場整備地区 (最近改正平成

4年 1月枕浜市告示第6号)馬主車場法第3粂第 1項及び都市計画法第8粂第1項の規定に基づ

き次の区域を指定｡桝浜駅周辺,関内 ･伊勢佐木等周辺の商業地域,近

隣商業地域(約408ha)港北ニュータウソ･タウソセソタ一地区の商業地域,近隣

商業地域(約72ha)x 2 周辺地区,自動車ふくそう地区 (撮近改正平成4

年4月横浜市告示第73号)桝浜市駐車場条例第3粂第1項及び第2項の規

定に基づき次の区域を指定｡市域の準工業地域,工業地域,工業専用地域,住居地

域,第二種住居専用地域※3 特定用途,非特定用途 (特定用途については駐車場法施行令第18条で規定)

特 定 用 途 非特 定 用 途百貨店 倉庫 そ

の他の特定用途 特定用途以外の用途その他 工場

劇場,映画鼠 演芸場,観覧場,放送スタジオ,の店舗 公会堂,集会場,

展示場,結婚式場,斎場,旋 (例えは住宅,寄宿事務所 鑑 ホテル,

料理店,飲食店,待合 キ十バレー, 会,学校,図書館,カフェ---,バー,ナイトクラブ,舞踏場.遊技

寺社など)場,ポーリソグ場,体育館,病院,卸売市場※4 上記の ｢延べ面積｣は,駐車施設の用途に供する部分を除き,観覧

場にあっては星外観覧席の部分の面積を含む｡以下も同様.



(2)附置義務台数の算定方法

ア)一般的な算定方法

･下表の(Dの用途の延べ面積を,(Dに規定 した算定基準で除したそれぞれの台

数の合計 (ただレ｣＼数点以下切 り上げ)0

･住宅用途については,別途(3)により算定する｡

① ll.6主車場整肺地区又は商業地域 周辺地区
又は若しくは近隣商業地域 自動車ふく

そう地区百貨店その他の店舗,事務所 200平方メートル 20

0平方メートル倉庫,工場 200平方メ-トル

250平方メ-トルその他の特定用途 250平方メー

トル 250平方メートル共同住宅

等の住宅用途 戸数の30%その他の非特定用途 300平方メート

ルイ)中小規模施設に対する緩和措置･延べ面積が6,000m2未満の場合

は,下表(むによる緩和率をア)により算定された台数に乗 じて得た

台数 (ただ し小数点以下切り上げ)0㌧訂駐車場整備地区又は商業地

1000m2×(6000mz-建築物の延べ面綴)域若しくは近隣商業地域 6,000r

げ×①に掲げる面積-1,000m2×建築物の延べ面積周辺地区又は自動車ふくそ 6,0

00m2建築物の延べ面積う

地区 1- 2×建築物の延べ硝ウ)大規模施設に対する逓減措置･延べ面積が10,000mzを超える事務所又は倉庫,工場については,下表①の逓

減率を当該面積に乗 じて,附置義務台数算定のための延べ面積とするO駐串場整CF'17地区

又は商業地域若しくは近隣商業地域 周辺地区又は自動車ふくそう地区Lfl 延べ

面積に対する事務所,倉庫

,工場の逓 延べ面積に対する事務所の逓減率 (減免減率 (減免率) 率)

Om2超 10,000m2以下の部分 0% Omz超 10,000m2以下の部分 0%10,000m2超

50,000ml以下の部分 30% 10,000m2超 50,000m2以下の部分 30%50,000m2超 100,000m2以下の部分 40% 50,000m～超 100,000m=以下の



(3)住宅用途 (共同住宅,長屋,寄宿舎又は下宿)の附置義務台数算定方法

･(1)により対象となった場合で,住宅用途を含む建築物の場合｡

･附置義務台数は,当該住宅の住戸数又は住室数に0.3を乗じて得た台数 (ただ

し小数点以下切り上げ)0

2 増築,用途変更の場合

(1)対象となる建築物

･1- (1)と同様に,前表(丑の区域内において,増築又は用途変更により,当

該増築又は用途変更後の建築物の①による算定面積がQ)に規定した面積を超え

る場合｡

(2)附置義務台数の算定方法

･増築又は用途変更の前と後をそれぞれ新築したものと見なして附置義務台数を

上記 1により算出し,次の計算式により算出する｡

新たに設置する附置義務台数-

(増築 ･用途変更後の附置義務台数)-(増築 ･用途変更前の附置義務台数)

3 附置義務駐車施設規模について

･普通乗用車 :2.5×6.0m以上の大きさで附置義務台数の30%以上

･小型乗用車 :23×5.0m以上の大きさで附置義務台数の70%

･車いす対応 :3.7×6.0m以上の大きさで,規則で定める建築物に対し1台以上

※普通乗用車の台数のうち,30%を超える台数は′j＼型乗用車の附置義務台数の内数

車いす対応の台数は,普通乗用車の附置義務台数の内数

4 その他

(1)駐車施設設置の計画について

･店主車施設設置の計画については,以上の内容のほかに,出入口の位置,構造等

や駐車施設の配置,構造等について,杭浜市駐車場条例施行規則をはじめ建築

基準法などの関係法令及び指導基準など,あらかじめ把握し当該計画に反映さ

せなければならないものがありますので,十分留意のうえ,計画されることを

お願いいたします｡

(2)共同住宅等の駐車施設設置義務について

･共同住宅等については,横浜市馬主車場条例では,駐車場整備地区又は商業地域

若 しくは近隣商業地域に建築される,一定規模以上の延べ面積を超えるものが

対象となるのみですが,これ以外に,横浜市建築基準条例でも,延べ面積が

1,000mZを超える共同住宅等について,駐車施設の設置基準を定めております

ので,対象となる建築物の場合はご注意ください｡(担当課 :建築局建築審査

課,各区役所建築課,企画指導課)
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3 附置義務駐車施設の台数算定表(1)

(駐車場整備地区又は商業地域若 しくは近隣商業地域の場合)

1 建築物 の計画 内容

用 途 地 域

百貨店その他の店翁
共用部分(丑を面研按分
した 数 値 と の 合 計

事 務 所
共用部分① を面石‡抜分
しナ=数 値 と の 合 計

倉 躍 及 び工 場
共用部分(Dを面も1按分
した 数 値 と の 合 !汁

その他の特定用途
共用部分(Dを面宥F按分
した 数 値 と の 合 計

共同住宅､長星など
共用部分(:Dを面前按分
した 数 値 と の 倉 吉十

その他の非特定用途
共用部分(Dを両石‡按分
した 数 値 と の 合 音十

上記2以上にわたる共用部分

(む 駐車場部分を除く延べ面献

共同住宅､長屋､寄宿舎及び下宿の住戸又は住室数

2 駐辛場粂例対象の判断

特別 途(0+①+針 ①)I 申 巨- 逮(①+①)【 中 -E A--⑳
上記の計罪結果(砂が1,000m2を超える場合､条例対象.

3 大規模逓減措置の有無

事務所部分の面前① ､又は倉庫及 び工場 の部分 の面積Q)が10,000mzを超 える場合

事
務
所
用
途
の
延
面
掛

0--10,000m'の部分 mLxl0-･ nf

10,000-50,000m-の部分 m2×07- ; nf

50,000-100,000m'の部分 m'×06-: m-

100,000rrl超の部分 m'×05- ･ m'

m' :@' m

倉
庫

･
工
場
の
延
面
群

0-10,000mzの部分 m■×1.0- : m'

10,000- 50,000m'の部分 mZ×0.7- ･ m'

50,(泊0-100,000m'の部分 mZ×06-; TTf

leo,000m'超の部分 rn'×0.5- : mz

m' …a)' rTf

※大規模逓減措置の対象となった場合は､以降①'を①に､①'を①に読み替えます.
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4.建物用途別の附置義務台数の算出

(1)百貨店その他の店舗､事務所､倉庫及び工場 の部分

(①+①+①)÷200[台/mt]-

(2)その他の特定用途 の部分

①÷250[台/m2]-

小数点以下4桁で四捨五入

小数点以下4桁で四捨五入

(3)住宅用途以外の非特定用途 の部分

(釘÷300[台/mE]-

◎小計

(珍+③+Q)-

小数点以下4桁で四捨五入

(4)共同住宅､長屋､寄宿舎及び下宿 の部分

①×03[台/住戸数]- 1+ 1 切上げ1 台 l････⑮

5.′J＼規模建物の緩和措置の有無

建物の延へ面積(駐車場部分を除く)(むが､6,000m7未満の場合

緩和係数-11,000mzX(6,000m21(む)I ･⑩(小数点以下4桁で切捨て)
6.住宅用途以外の部分の附置義務台数の算出

小規模建物の緩和対象の場合 ⑭×⑯-｢｢ 切上げ-l ヰ -⑰

小規模建物の緩和対象外の場合 ⑭-｢ ｢ 切上げ-l ヰ ･⑰

7 駐車施設規模別台数の算出

大型車 幅2.5m以上 奥行6m以上

⑰×o･3- 切上げ-,】 亘 ⑩

中型車 幅23m以上 奥行5m以上

- 6-
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4 附置義務駐車施設の台数算定表(2)

(周辺地区又は自動車ふ くそ う地区の場合)

1.建設物の計画内容

用 途 地 域

百貨店その他の店舗
共用部分①を面前按分
した 数 値 と の 合 計

事 務 所
共用部分(丑を面毛謀按分
した 数 値 と の 合 言十

倉 庫 及 び工 場
共用部分(三)を面al技分
Lfニ数 値 と の 合 計

その他の特定用途
共用部分(丑を両群按分
した 数 値 と の 合 計

共同住宅､長臣など
共用部分(Dを両群按分
L fこ数 値 と の 合 言ト

その他の非特定用途
共用部分①を面前按分
した 数 値 と の 合 言十

｣ゴ己2以上にわたる共用部分

(釘 駐車場部分を除く延べ面群

共同住宅､長屋､寄宿舎及び下宿の住戸又は住室数

2.駐車場条例対象の判断

特定用途((D+①+(訂+(か)-
上記の計算結果 )が2,000mzを超える場合､条例対象｡

3.大規模逓減措置の有無

事務所部分の面積(彰が10,000mZを超 える場合

事
務
所
用
途
の
延
面
箭

0- 10,000mlの部分 rrfxl0- m2

10,000- 50,000m⊇の部分 mZ×07-1 m2

50,000-100,000m2の部分 mZ×06-l mZ

100,000m'超の部分 m'×05-: mz

mZ :(か' nf

×大規模逓減措置の対象となった場合は､以降(訂 を(むに読み替えます｡

- 7-



4 建物用途別の附置義務台数の算出

(1)百貨店その他の店舗､事務所 の部分

(①+①)÷200[台/m2]- 小数点以下4桁で四捨五入

(2)倉庫及び工場､その他の特定用途 の部分

((訂+(か)÷250[台/mP]-

◎小 計

小数点以下4桁で四捨五入

5.小規模建物の緩和措置の有無

建物の延べ面積(馬主串場部分を除く)(丑が､6,000m'未満の場合

- 係数-1- [晋 ] -E云 ∃ で郎舎こ,

6 住宅用途以外の部分の附置義務台数の算出

小規模建物の緩和対象の場合 IVXv-H 切上げ-[= コ 台 V･

小規模建物の緩和対象外の場合 IV-1 匝 上げ-= 台 V･

7 馬主草施設規模別台数の算出

大型車 幅2.5m以上 奥行6m以上

vlXO.3- 切上げ一 口 Vll
中型車 幅23m以上 奥行5m以上

- 8-
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5 横浜市駐車場条例

制定 昭和38年10月5日 条例第 33号

改正 昭和39年 9月30日 条例第104号

改正 昭和48年12月25日 条例第80号

改正 平成3年12月25日 条例第 70号

第 1章 総則

(趣旨)

第 1条 駐車場法 (昭和32年法律第106号C以下 ｢法｣という.)による周辺地区及

び自動車ふくそう地区の指定並びに建築物に付置する駐車施設の規模その他必要な

事項については,この条例の定めるところによるO

(用語の定義)

第 2 粂 この条例における用語の意義は,法の例による｡

約 2章 建築物における甥主串施設の附置及び管理

(周辺地区及び自動車ふくそう地区の指定)

第 3 粂 法第20粂第2項の規定により駐車場整備地区または商業地域もしくは近隣

商業地域の周辺の都市計画区域内の地域 (以下 ｢周辺地域｣という｡)内で条例で

定める地区 (以下 ｢周辺地区｣という｡)は,駐車場整備地区または商業地域もし

くは近隣商業地域に接続する区域内で,市長が指定する区域とする｡

2 法第20条第2項の規定により周辺地域,駐車場整備地区並びに商業地域及び近隣

商業地域以外の都市計画区域内の地域であって,自動車交通の状況が周辺地域に準

ずる地域内または自動車交通がふくそうすることが予想される地域内で条例で定め

る地区 (以下 ｢自動車ふくそう地区｣という｡)は,自動車交通の地区的ふくそう

の予想される地区で,市長が指定する区域とする｡

3 市長は,前2項の規定により周辺地区または自動車ふくそう地区を指定したとき

は,その旨を告示しなければならない｡

(建築物の新築の場合の駐車施設の附置)

第 4 粂 次表の (1)の項に掲げる地区又は地域内において,同蓑の (2)の項に
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掲げる面積が,同表の (3)の項に掲げる面積を超える建築物を新築 しようとする

者は,その建築物のうち同蓑の (4)の項に掲げる建築物の部分の延べ面積をそれ

ぞれ同表の (5)の項に掲げる面積で除 して得た数値を合計 した数値 (建築物の延

べ面析 (自動車の駐車のための施設 (以下 ｢駐車施設｣というO)の用途に供する

部分の面積を除き,観覧場にあっては屋外観覧席の部分の面積を含む｡以下この項

において同じ｡)が6,000平方メー トルに満たない場合においては,当該合計 した数

値に同表の (6)の項に掲げる式により算出して得た数値を乗 じて得た数値とし,

小数点以下の端数がある場合は,切 り上げるものとする｡)の台数以上の自動車が

駐車することができる規模を右する駐車施設をその建築物又はその建築物の敷地内

に附匿 しなければならない｡

(i) 男主餌場整備地区又は商業地域若しくは近隣商業地域 周辺地区又は自動車ふくそう地

区(2) 特定用途 (法第20粂第1項に規定する特定用途をいう○ 特定用途に供する
部分の延以下同 じQ)に供する部分の延べ面積と,非特定用途

ベ面后(特定用途以外の用途をいう○以下同じ

○)に供する部分の延べ面芯に0.5を乗じて得た面

芯との合計の面積(3) 1,000平方メー トル

2,000平方メー トル(4) 百貨店その他の 特定用途 (百貨 非特定

用途 (共 百貨店その 特 定 用 途店舗,事務所, 店その他の店舗,

同住宅,長屋, 他の店舗又 (百貨店そ倉庫又は工場の 事務所

,倉犀及 寄宿舎及び下宿 は事務所の の他の店舗用途に供する部 び工場を除くo) を除 くo)に供 用途に供す 及び事務所

分 に供する部分 する部分 る部分 を除く○)に供する部分(5) 200平方メートル

250平方メー トル 300平方メートル 200平方メ-トル 250平方メートル(6) 1,(伽平方
メート′川(6.(伽平方メートル建築物の延べ面箭) 6,岬 方トトルー建至純の延べ両統1- 6.KX)平方J-トルX(2)の項に掲げる面抗-I.似汗方/-トル×建築雛延べ面ht 1 2X建築物の延べ面

箭備考(2)の項に規定する特定用途に供する部分及び非特定用途に供する部分並びに

(4)の項に規定するそれぞれの用途に供する各



2 前項に規定する者が駐車場整備地区又は商業地域若しくは近隣商業地域内に新

築しようとする建築物に共同住宅,長屋,寄宿舎又は下宿の用途に供する部分があ

る場合は,附置しなければならない駐車施設の規模は,前項の規定により算出して

得た台数に,当該部分に設けられる共同住宅,長屋,寄宿舎又は下宿の住戸又は住

室の数に0.3を乗じて得た数値 (小数点以下の端数があるときは,切り上げる｡)の

台数を加えて得た台数以上の自動車が男主事できるものでなければ'ならない｡

(大規模な事務所,倉庫及び工場の特例)

第5粂 次表の(1)の項に掲げる地区又は地域内に同蓑の(2)の項に掲げる用途のうち

のいずれか-の用途に供する部分の延べ面横が10,000平方メー トルを超える建築物

を新築しようとする者について前条第1項の規定を適用する場合においては,同項

の表の(4)の項に規定する部分のうち当該用途に供する部分の延べ面積は,当該用

途に供する部分の延べ面積のうち10,000平方メー トルを超え50,000平方メー トルま

での部分の面積に0.7を,50,000平方メー トルを超え100,000平方メー トルまでの部

分の面積に0.6を,100,000平方メ- トルを超える部分の面積に0.5をそれぞれ乗じ

て得た面積の合計に,10,000平方メー トルを加えて得た数値の面積とする｡

馬主車場整備地区又は商業地域若しくは近隣

商業地域

周辺地区又は白砂車ふくそう

地区

事務所,倉庫又は工場

(建築物の増築又は用途変更の場合の駐車施設の附置)

第6粂 建築物を増築しようとする老又は建築物の部分の用途の変更で,当該用途の

変更により特定用途に供する部分の延べ面積が増加することとなるもののために法

第20条の2第1項に規定する大規模の修繕又は大規模の模様替 (以下単に ｢用途変

更｣という｡)をしようとする者は,当該増築又は用途変更後の建築物を新築した

ものとみなし前2条の規定を適用した場合に附置しなければならない最小の規模の

駐車施設の馬主車台数から,当該増築又は用途変更前の建築物を新築したものとみな

しこれらの規定を適用した場合に附置しなければならない最小の規模の男主事施設の

駐車台数を減じて得た台数 (増築又は用途変更前の建築物に現に附置されている監

事施設の駐車台数が,増築又は用途変更前の建築物に附置しなければならない最小
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の規模の駐車施設の駐車台数を上回っている場合は,その上回っている分の台数を

控除する｡)以上の自動車が駐車することができる規模の駐車施設を,当該増築又

は用途変更に係る建築物又はその建築物の敷地内に附直しなければならない｡

(届出)

第7粂 前3条の規定により駐車施設を附置する著は,当該駐車施設の位置,規模及

び構造について,あらかじめ市長に届け出なければならない｡届け出た事項を変更

する場合も,また同様とする｡

(適用の除外)

第8粂 次の各号のいずれかに該当する建築物の新築又は増築若しくは用途変更をし

ようとする者については,第4条から第6条までの規定は,適用しない｡

(1) 建築基準法 (昭和25年法律第201号)第85条に規定する仮設建築物

(2) この条例の施行後,新たに駐車場整備地区,商業地域,近隣商業地域,周辺地

区又は自動車ふくそう地区に指定された地区又は地域内において,当該地区又は

地域に指定された日から起算して6月以内に新築又は増築若しくは用途変更の工

事に着手する建築物

(3) 駐車場整備地区又は商業地域若しくは近隣商業地域内において非特定用途に供

する建築物で,市長が特に馬主車施設を附置する必要がないと認めたもの

(建築物が地区又は地域の内外にわたる場合の駐車施設の附置)

第9粂 建築物の敷地が駐車場整備地区,商業地域若しくは近隣商業地域,周辺地区

若しくは自動車ふくそう地区又はこれら以外の地域の2以上の地区又は地域にわた

る場合は,その敷地について地区又は地域ごとの面積を算出し,そのうち最も大き

な面積を占める部分が属する地区又は地域内に当該建築物があるものとみなして,

第4条から第6条までの規定を適用する｡

(駐車施設の附匿の特例)

第10粂 第4条から第6条までの規定の適用を受ける建築物の新築又は増築若しくは

用途変更をしようとする者は,その建築物の構造又は敷地の位置,規模等により,

市長が特にやむを得ないと認める場合においては,その建築物又はその建築物の敷

地内に駐車施設を附置しないことができる｡この場合において,当該新築又は増築
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若 しくは用途変更をしようとする者は,その建築物の敷地からおおむね200メー ト

ル以内の場所に駐車施設を設けなければならない｡

2 建築物の新築又は増築若しくは用途変更をする地区又は地域の地形,交通事情等

からして,第4条から第6条までの規定により建築物に附置しなければならない馬主

車施設を2以上の建築物のために一団として設けることが合理的であると認められ

る場合において,その駐車施設が規則で定める規模以上となるときは,当該建築物

の新築又は増築若 しくは用途変更をしようとする者は,第4条から第6条までの規

定にかかわらず,その建築物又はその建築物の敷地内に駐車施設を附置しないこと

ができる｡

3 第4条から第6条までの規定の適用を受ける建築物の新築又は増築若 しくは用途

変更をしようとする者が,その建築物からおおむね200メー トル以内の場所におい

て,法第10条第1項の規定により都市計画として決定された路外駐車場を建設する

場合は,その建築物又はその建築物の敷地内に附置する駐車施設の駐車台数を,第

4条から第6条までの規定により算出した駐車台数からその路外駐車場の駐車台数

の2分の1の範囲内において規則で定める限度の馬主車台数を控除した駐車台数とす

ることができる｡

4 前 3項の規定により馬主車施設を設けようとする者は,あらかじめ,駐車施設の位

置,規模及び構造について市長の承認を受けなければならない｡承認を受けた事項

を変更しようとするときも,また同様とする｡

(駐車施設の構造等)

第11粂 第4条から第6条まで又は前条の規定により設けなければならない駐車施設

の自動車の駐車の用に供する部分の規模は,自動車 1台分につき幅2.3メ- トル以

上,奥行 5メー トル以上とし,自動車を安全に駐車させ,かつ,円滑に出入りさせ

ることができるものとしなければならない｡

2 前項の規定にかかわらず,第4条から第6条まで又は前条の規定により設けなけ

ればならない最小の規模の駐車施設の駐車台数に0.3を乗じて得た台数 (小数点以

下の端数がある場合は,切り上げるものとする｡)の自動車の駐車の用に供する部

分の規模は,自動車 1台分につき幅25メー トル以上,奥行 6メー トル以上としな

ければならず,また,市長が特に必要があると認める建築物については,車いす利

用者のための駐車施設として,少なくとも1台以上の自動車の駐車の用に供する部

分の規模を,自動車 1台分につき幅3.7メー トル以上,奥行6メー トル以上としな
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ければならない｡ただし,共同住宅,長屋,寄宿舎及び下宿の用途に供する建築物

又は建築物の部分のために設けなければならない駐車施設については,この限りで

ない｡

3 前2項の規定は,特殊な形態の駐車施設又は特殊な装置を用いる駐車施設であっ

て,自動車が有効かつ安全に駐車することができると市長が認めたものについては,

適用しない｡

4 市長は,第 1項及び第2項に定めるもののほか,駐車施設の構造又は設備につい

て必要な技術的基準を定めることができる｡

(駐車施設の管理)

第12粂 第4条から第6条まで又は第10条の規定により設けられた駐車施設の所有者

又は管理者 (第10粂第4項の規定により市長の承認を受けた者を含む｡第14粂第1

項において同じ｡)は,当該駐車施設をその設置の目的に適合するように維持管理

しなければならない｡

(措置命令)

第13粂 市長は,第4条から第6灸まで及び第10条から前条までの規定に達反した者

に対し,相当の猶予期限を付した上,馬主車施設の設置,改善,使用禁止,使用制限

その他当該違反を是正するために必要な措置をとることを命ずることができる｡

2 市長は,前項の規定による命令をしようとするときは,あらかじめ,その措置を

命じようとする者に対し,弁明のため自己に有利な証拠を提出する機会を与えなけ

ればならない｡

3 第1項の規定による命令は,その命じようとする措置及びその理由を記賊した文

書によって行うものとする｡

(立入検査)

第14粂 市長は,この条例を施行するため必要な限度において,駐車施設若しくは駐

車施設を設けるべき建築物の所有者若しくは管理者に対し報告若しくは資料の提出

を求め,又は当該職員をして馬主車施設若しくは駐車施設を設けるべき建築物若しく

はその敷地に立ち入り,その駐車施設若しくは駐車施設を設けるべき建築物若しく

はその敷地の規模,構造等に関し検査をさせることができる｡

2 前項の規定により立入検査を行う職員は,その身分を示す証票を携帯し,関係人
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の請求があったときは,これを提示 しなければならない｡

第3章 委任

第15粂 この条例の施行について必要な事項は,規則で定める｡

第4章 罰則

第16粂 第13粂第1項の規定による市長の命令に従わなかった者は,500,000円以T

の罰金に処する｡

2 第14粂第 1項の規定による報告若 しくは資料の提出の要求に対 しこれに応 じず,

若 しくは虚偽の報告若 しくは虚偽の資料の提出を行い,又は同項の規定による立入

り若 しくは検査を拒み,妨げ,若 しくは忌避 した者は,200,000円以下の罰金に勉

する｡

3 第10粂第4項の規定に逮反 した者は,100,000円以下の罰金に処する｡

第17粂 法人の代表者又は法人若 しくは人の代理人,使用人その他の従業者が,その

法人又は人の業務又は財産に附 し,前条に規定する違反行為をした場合においては,

その行為者を罰するほか,その法人又は人に対 して同条の罰金刑を科する｡

附 則

(施行期 日)

1 この条例は,平成4年4月 1日から施行する｡

(経過措置)

2 この条例の施行の際現に建築物の新築又は増築若 しくは用途変更の工事に着三

している者が設けなければならない男主宰施設については,この条例による改正守

の横浜市駐車場条例の規定にかかわらず,なお従前の例による｡

3 この条例の施行前にした行為及び前項の規定により従前の例によることとさ｣

る駐車施設に係るこの条例の施行後にした行為に対する罰則の適用については,

なお従前の例による｡
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6 横浜市駐車場条例施行規則

制定 昭和39年4月4日 規則第63号

改正 昭和39年9月30日 規則第128号

改正 昭和48年12月25日 規則第158号

改正 平成4年3月31日 規則第28号

(趣旨)

第1粂 この規則は,横浜市駐車場条例 (昭和38年10月横浜市条例第33号｡以下 ｢条

例｣という｡)の施行に関し必要な事項を定めるものとする｡

(監事施設を附置する必要がない建築物)

第2粂 条例第8粂第3号に規定する建築物は,次に掲げるものとする｡

(1) 学校教育法 (昭和22年法律第26号)第1条に規定する学校 (大学を除く｡)の

学生,生徒,児童又は幼児のための寄宿舎

(2) 電気事業法 (昭和39年法律第170号)第2粂第7項に規定する電気工作物

(3) 熱供給事業法 (昭和47年法律第88号)第2粂第4項に規定する熱供給施設

(4) その他その性質上又は用途上自動車の駐車需要を生じさせないと認められる建

築物

(駐車施設の附置の特例に関する基準)

第3粂 条例第10粂第2項に規定する規則で定める規模は,馬主車台数15台とする｡

2 条例第10粂第3項に規定する規則で定める限度は,5分の1とする｡ただし,市

長が特別の事由があると認める場合は,この限りでない｡

(駐車部分の規模の特例が適用される建築物)

第4粂 条例第11条第2項に規定する市長が特に必要があると認める建築物は,次に

掲げるものとする｡ただし,増築又は用途変更に係る建築物で,当該増築又は用途

変更の際現に同項に規定する規模の車いす利用者のための自動車の駐車の用に供す

る部分が設けられているものを除く｡

(1) 学校 (専修学校及び各種学校を含む｡),博物館,美術館,図書館,病院,診療

所,公会堂,集会場,公衆浴場又は児童福祉施設等の用途に供する部分を有する
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建築物で,当該用途に供する部分の延べ面積が1,000平方メ- トルを超えるも6

(2) 体育館,ポ-リソグ場,スキ-場,スケ- 卜場,水泳場,スポーツの練習場

劇場,映画館,演芸場,観覧場,展示場,遊技場,百貨店その他の店舗,飲食l;

ホテル又は旅館の用途に供する部分を有する建築物で,条例第4条から第6条

での規定に基づき当該用途に供する部分のみに係る最小の規模の駐車施設を設

るものとした場合の当該駐車施設の自動車の駐車の用に供する部分 (当該建築

について増築又は用途変更をする場合は,当該増築又は用途変更前の建築物に

に設けられている駐車施設の自動車の駐車の用に供する部分を含むものとする

の延べ面積が500平方メー トルを超えるもの

(駐車施設の構造等の基準)

第5粂 駐車施設の出口及び入口 (自動車の車路の路面が道路 (道路交通法 (昭和

年法律第105号)第2粂第1号に規定する道路をいう｡以下この灸において同じ｡

の路面に按する部分をいう｡)は,次に掲げる道路に接する部分に設けてはなら

いOただし,自動車の馬主車の用に供する部分の延べ面積が50平方メー トル未満の

車施設及び市長が自動車の通行上支障がないと認めて特に承認 した駐車施設にっ

ては,この限りでない｡

(1) 幅員6メー トル (自動車の駐車の用に供する部分の面積が150平方メー トル

満の駐車施設については,4メー トル)未満の道路

(2) 縦断こう配が100分の12を超える道路

(3) 道路 (幅員が6メー トル未満の道路を除 く｡)の交差点又は曲がり角 (内角

120度を超えるものを除く｡)から5メー ト/L,以内の当該道路

(4) 踏切から10メー トル以内の当該道路

(5) 乗合自動車の停留所から10メー トル以内の当該道路

2 前項第1号の規定は,その敷地が桝浜市建築基準条例 (昭和35年10月横浜市粂

第20号)第47粂第2項各号に規定する要件を満たす自動車車庫については,適用

ない｡

(届出等)

第6粂 条例第7条の規定による届出は,馬主車施設を設けようとする建築物に係る･

築基準法 (昭和25年法律第201号)第6粂第 1項の規定による確認の申請書を提tl
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するときまでに,附置義務慶事施設霊芸届出書 (第 1号様式)及び別表第 1に規定

する図面 (変更の届出の場合は,変更する事項に係る図面に限る｡)を市長に投出

することにより行わなければならない｡

2 市長は,前項の規定による届出を受理した場合は,附置義務駐車施設雷雲届出受

理書 (第2号様式)により届出者に通知するものとする｡

(承認申請等)

第7粂 条例第10粂第4項の規定による東認の申請は,前条第1項の規定による届出

の前に,附置義務駐車施設雷雲特鯛 認帽 害 (第3号様乱 別表第2に規定す

る図面 (変更の承認の場合は,変更する事項に係る図面に限る｡)及び附置義務駐

車施設使用承諾書 (第4号様式｡建築物の新築又は増築若しくは用途変更をしよう

とする者と駐車施設を設置する者とが異なる場合に限る｡)を市長に提出すること

により行わなければならない｡

2 市長は,前項の規定による由請を受理した場合において,承認 し,又は承認 しな

いことに決定したときは,附置義務駐車施設芸芸特例の栗承諾通知書 (第5号様式)
により申請者に通知するものとする｡

3 前 2項に定めるもののほか,条例又はこの規則の規定による市長の承認等を得る

ための申請は,前条第 1項の規定による届出の前に又は届出と同時に,承認等申請

書 (第6号様式)及び当該申請の審査に必要な図面等を市長に提出することにより

行わなければならない｡

4 市長は,前項の規定による申請を受理した場合において,承認等をし,又は承認

等をしないことに決定 したときは,栗晶等通知苦 (#7号様式)により申請者に
通知するものとする｡

(措置命令書)

第8粂 条例第13粂第3項に規定する文書は,措置命令書 (第8号様式)とする｡

(身分証明吉)

第9粂 条例第14粂第2項に規定する証票は,身分証明書 (第9号様式)とする｡

(委任)

第10粂 この規則の施行に関し必要な事項は,都市計画局長が定める｡

-18-



附 則

(施行期日)

1 この規則は,平成4年4月1日から施行する｡

(経過措置)

2 この規則の施行の際現に建築物の新築又は増築若しくは用途変更の工事に着手し

ている者については,この規則による改正後の横浜市駐車場条例施行規則 (以下

｢新規則｣という｡)の規定にかかわらず,なお従前の例による｡

3 この規則の施行の際現にこの規則による改正前の横浜市駐車場条例施行規則の規

定によりなされた手続その他の行為は,前項の規定によりなお従前の例によること

とされるものを除くほか,新規則の規定によりなされた手続その他の行為とみなす｡

- 19-



別表第1(第6条第1項)

別表第2(第7条第1項)図

面 の 種 類 明 示 す べ き 事 項駐車 付近見取図 方位,道路,目槙とな

る物件及び駐車施設の位置並びに

条例第10条の建築物との距離配置図 縮尺,方位,位

置.規模,駐車施設内外の自動車の単指及び施設 (着尺1/200以上) 幅員!並びに敷地が接する道路の位置及び幅員各階平面図 縮尺,方位,間取り及び規模並びに駐車施設内外

の自動車の(旨尺1/100以上) 車路及び幅員条例 配置

図 縮尺,方位,敷地の境界線及び敷地内における建築物の位置第10条の建築物

(箱尺1′200以上) 並びに敷地が接する道路の位置及び隔月_

各階平面図



第1号様式 (第6条第1項)

附 置 義 - 駐 車 施 - ≡ 芸 届 出 書
年 月 日

) 電話 ⑳

(届出者)住所

氏名

法人の場合は,名

称 ･代表者の氏名/ 電話

横浜市狂喜場条例第7条の競走により次のとおり届け出ますO

横浜市 区

年 月 日

年 月 日

電話

※建築確認申請受付

年 月 日

第 号

□第2種住専 [コ住 居 口近隣商業 [コ商 業

□準 工 業 口工 業 口工業専用

法定容倍率 ( %) 法定建ぺい率 ( %)

□駐車場整備地区 □周辺地区,自動車ふくそう地区

※その他の区域,地域等

工事着手予定 日 年 月 日 工事完了予定 日 年 月 日

建 物 用 途

届 出 部 分 届出以外の部分

敷 地 面 積

建 築 面 積

延 べ 面 積

(車庫面積)

設 置 台 数

附置義務台数

(うち特例)

[コ新築 ⊂]増築

[コ用途変更

建物用途別延べ面積

<特定用途部分>

<非特定用途部分>

<共 用 部 分>

自 走 式 建築物内 台 建築物外 台

特殊な駐車装置 建築物内 台 建築物外 台

特殊な駐車装置(種類 )

認定番号 第 号

(注意) 1 光印の朋は.言己入Lllいでください｡

2 提出書現は すべてB5(図面は折込み)の大きさとし.左とじとしてください｡

-21-
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第2号様式 (第6条第2項)

附 置 義 - 駐 車 - - ≡ 芸 届 出 受 - -
年 月 日

描 横浜市長

[可横浜市駐車場条例第7条の規定による届出を次のとおり受理しま

したo建築主 住 所氏 名 受付 年 月 日

通知 年 月 日建辛物 名

称位 置 横浜市 区代哩者 住 所氏 名法人名 電話 建

築碓認申消受付年 月 日第 号地 [コ第2種住専 ⊂]住 居 [コ近隣商業 [コ商

業 その他の区域.地域等域

地区 [コ準 工 業 口工 業 [コ工業専用法定容積率 ( %) 法定建ぺい率 ( %)[コ駐車場整8

緋虫区 ⊂]周辺地区,自動車ふくそう地区工事着手予定日 年 月 日 l 工事完了予定日 年 月 日

建 物 用 途 [コ新築 [コ増築[コ用途変更

建築物概要 ＼ 届 出 部 分 届出以外の部分 合 計敷 地 面 積

m2 建物用途別延べ面積<

特定用途部分> m2<非特定用途部分> 2建 築 面 積 m2

m2 m2

延 べ 面 積 m2( ul2) D2( D)2) a)2( m2)(尊庫面積)

駐辛脂設 設 置 台 数 メ_ヽ

メ_ヽ .▲ヽ

｢1 ∩ ⊂J D<共 用 部 分>

m2附置義務台数
TLt. J▲ JA｢ー t二一

⊂】(うち特例) ⊥ヽ .上ヽ _LA仁コ



第3号様式 (第7条第1項)

附 置 義 務 駐 車 施 設 芸 芸 特 例 承 - 申 辞 -

横浜市長 様 年 月 日

(甲請者)住所

氏名(芸で芸芸霊芝左芸) 電話 ⑳

第 1項横浜市駐Fi場条例第10条第2項の規定に基づき次のとおり (1)の駐車施設を(2)の建築物の駐

車第 3項施設tLて芸芸したいので.同条- 4項の- こより承認

を申請しますo1)駐辛脂設

設 置 場 所 鳩浜市 区M IJ関係 (≡芸誓,る讐 誓 言;誓芸芸 敷 地 l牡車施設 E

使用承諾者 住所又

は所在地氏名又は名称

規 模 区 分 面 積 及 び 馬主車 台 数建

築物内の施設 m2 台

合 計 m2⊥▲ロ建築物外の施

設 m2 台特殊な駐車装置

m2 台装置の種類(2

)建築物 位 置 l横浜市 区建物用途

ゆ ゆ 3 @延べ面積 l m2を m m2享 m2

計 m2※ 建築碓 忍申請受付

年 月 日 第 万※ 建築確認年月日 年 月 日 第 ,チ申請の哩由汰受付(
徒食)1 号王gi施設の楠利関係を証するための封蝋 (_Q記祷謄本等)を添付してください｡2 r址物用途｣の閑は.用途が2挿以上の場合にIT)遠別にaL1人し,｢延べi【泊帖｣の鰍 こ(1,｢iJ!物f

tl途｣の棚の各用途にLItする部分の

それぞれの延べ面taを記入してください｡3 買!印の僻目ま.記入しないでください｡
4 1崖.'h苛税は.すべてB5(図面は折込み)の大きさとし.左とじとしてくださいO



第4号様式 (第7条第1項)
附 置 義 務 駐 車 施 設 使 用 承 言若 書

年 月 日

横浜市長

様(承諾者)住所

氏名(芸↑完霊宝Zk芸) 電話

⑳新 築私は.私が設置した(1)の駐車施設を,(2)の使用者が増 築する(3)の

建用途変更築物の駐車施設 (横浜市駐車場条例第4条から第6条まで及び
第10条の規定による駐車施設)として,次のとおり使用することを

承諾いたしましたoなお,承諾に当たつては,横浜市駐車場条例の趣旨を理解 した

上,尊重いたしますo(1)駐

車施三ll.
名 称設置場所 横浜市 区規 模

区 分 建築物内 建築物外 特殊

な装置条例第11条第1項 ム ⊥ヽ A己又 口 口

口条例第11条第2項 ⊥_ヽ口 ⊥ヽ⊂コ ム【コ

合 計 ムEコ A□ A【=

】(2)使用者 住

所氏 名 ⑲(3)建築物 位 置 横浜市 区建物用途 l ㊥ ③ ㊥延べ面積 m2: m2… m2i m2ET rn

2(注意)1 この承討潜 は.承諾者と(2)の仙川者

とのfTL]に(1)の駐車施設の他用について契約等が助力を有している期間にr唄り有効なもの

です｡2 ｢槌物用途｣の欄は,用途が2種以上の場合にITJ遠別に記入し,｢延べ面r
li｣の欄には.｢建物用途｣の欄の各用途に供する部分のそれぞれの延へ面積を記入してくだ



第5号様式 (第7条第2項)

附 置 - 務 駐 車 - - ≡ 芸 特 例 - 票 承 諾 - - -

承不 横浜市 指令第 号年 月 日

a 様.EJ.過

横浜市長 匝]知潤 年 月 日に申 請のあり ま した 駐車施設の墓雲の- については,次のとおり霊泉 崇 ことに決乱 ました

ので通知しますo当主辛施設

設 置 場 所 横浜市 区権利関係 (芸書写,る讐 警 三言警≡芸 敷 地 l駐車施設 l

使用承諾者 住所又

は所在地氏名又 は名称

規 模 区 分 面 積 及 び 駐 車 台 数

建築物内の施設 m2 台

合 計 m2A口建築物外の施

設 m2 台特殊な

駐車装置 m2 台装置の種頬

建築物 位 置 横浜市 区建物用途

1 @ @ :@

延べ面積 m2≡ m2 m2i m2計 m2承不承認諾の理由(注意)
1 左t車施設の批判l糊係を証するためのむ現 (登記f副枠本等)を添JJ-してく1=きい｡2 ｢建物用途｣の鰍ま.Jl】遠が2fJi以 l_の場合に用途別に記入し.｢延へ面舶｣の臓には. ｢姓物川途

｣の棚の各州途にLjもする部分のそれぞれの延べTEi椛を記入してください｡3 71王はP

LぎWlは.すべてB5(図Itl)はlJf込み)の大きさとし.左とじとしてください｡この処分に不服があるときは.この処分があっ

たことを知ったETの翌日から超W,-して60El以仙 こ.岨浜Ffi良に児識申立てをすることができます｡



第6号様式 (第7条第3項)

承 喜忍 等 中 吉再 審

年 月 日

旭浜市長

様(申請者)住所

氏名(芸で完芸墓誌 芸

) 電話 ⑳次のとおり承認等を受けたいので,申

請します◇建築主 住 所氏 名 ※受付 年 月 E

]※通知 年 月 日建築物

名 称位 置 横顔市 区代哩 住 所氏 名 ㊨ ※建築確認申請受付年 月 日

者 法人名 電話 第 一ヲ也 □第2種住専 □住 居 □近隣商業 ロ商 業 ※その他の区域

,地域零域地区 □準 工 業 □工 業 □工業専用法定容 率 ( %) 法定建ぺい率 ( %)□駐車場整備地区 ロ周辺地区,自動車ふくそう地

区 [コ新築 D増築[コ用途変更建 物 用 途建築物樵要 一 ､- --- 一一■一一一､ 届 出 部 分 届出以外の部分 合 計 建物用途別延

面積<特定用途部分>

mZ<非特定用途部分> m2

<共 用 部 分> m2敷 地 面 積 D2建 築 面 積 m2

Ⅲ2 Ⅶ2延 べ 面 積(車庫面積) 皿2( m2)

Ⅶ2( m2) tn2( Ⅲ2)駐

車路 設 置 台
数 ｣ヽ ｣_ヽ JAに1

口 口附置義務台数 ⊥ヽ ｣ヽ ⊥＼

｢ー仁コ 口承吉忍等を受けようとする具体的事項(往忠)1 主;ミ印の柵=



第7号様式 (第7条第4項)

芸 孟 芸 - 知 沓

横浜市 指令第 号

年 月 日

様

横浜市長 [可

年 月 日 あなたから申請のあった件については.次のとおり

ことに決定したので通知しますo

横浜市 区

年 月 日

年 月 日

電話

建築確認申請受付

年 月 日

鞘 .冒

□第2種住専 □住 居 □近隣商業 □商 業

口準 工 業 □工 業 □工業専用

法定容積率 ( %) 法定建ぺい率 ( %)

□駐車場整備地区 □周辺地区,自動車ふくそう地区

建 物 用 途

その他の区域,地域等

[コ新築 [コ増築

□用途変更

届 出 部 分 届出以外の部分

敷 地 面 積

建 築 面 積

延 へ 面 積

(車庫面積)

設 置 台 数

附置義務台数

建物用途別延へ面積

<特定用途部分>

く非特定用途郡分>

<共 用 部 分>

承認等をする

をしない

具 体 的 事 項

(往恵)1 法人その他の団体にあっては,その名称,ZTF務所又はgI楽所の所打他及び代表者の氏名を記入してく/こさい｡

2 提出村税は.すべてB5(図iLfrfま折込み)の大きさとし.左とじとしてくたきい.

この処分に不服があるときは,この処分があったことを知った日の翌E]から起許して60日以内に.仏浜市島に児講申立てをする
ことができます｡ (85)
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那8号様式 (第8灸)

法人の場創ま,名

称 ･代表省の氏名

横浜r11 指令第 1=S

年 月 日

措 lt妄空 命 令 智

描

桃択市長 匝 ]

1 馳巾施設又は旺車施設を設けるへ

き姓築物栽しくは敷地の所在地

2 姓築物の)目途及び規模

上記の姓染物は.挑択印駐車場条例第 条の規定に違反していますので.同条例第13灸
の規hJにより次のfLl値をとることを命じます｡

1 とる-き指Lpa

2 1のfLIlll崖をとることを命ずる理由

この処分に不川lがあるときは.この処分があったことを知った口の翌日から起算して60日以内に.仏浜市長に
異議申立てをすることができますC

(B5)

第9号様式 (邦9条)
(義)

第 号

身 分 証 明 fLLdt

職名

氏名

咋 月 日Li

上記の者は,横浜11碓7滴場条例第14

条の規定により.恥車施設にTiTち入っ

て検査をする職権を有する省であるこ

とを誹明する｡

咋 月 u

横浜市長 [可

この計Ul軌ま. 年 月 仁は で

奄効とする｡

6センチメートル

28-

(義)

横沢fll配車場条例 (抜粋)

(立入検査)

W,14粂 市長は.この条例を施行するた

め必要なl明度において.尉車施設若しく

は臥詐施設を設ける-き建築物の所有者

若しくは管71ll者に対し報告若しくは資料

の提山を求め,又は当該職員をして駐車

施設若しくは駐tfl_施設を設けるへき建築

物若しくはその敷地に立ち入り,その臥

車施設若しくは駐車施設を設ける-き建

築物若しくはその敷地の規楓 構造等に

関し検査をさせることができる｡

2 前項の規定により立入検葱を行う職員

は.その身分を示す証票を挑帯し,関係

人の講求があったときは,これを提示し

なければならない｡
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